










令和4（2022）年5月には、潟をはじめとする湿地に関する取組が国際的に評価され、ラムサール条
約＊6の湿地都市に認証されました。また同月、「都市と田園の好循環」をテーマとした提案により、
SDGs未来都市＊7に選定されました。

（新規追加）
さらに、令和８（２０２６）年6月にはJCI ASPAC*8が開催されたほか、同年１１月にはラムサール条
約の湿地都市認証を受けた都市による国際会議である「第５回世界湿地都市ネットワーク市長会議」が
国内で初めて新潟市で開催されます。

（新規追加）
※8 JCI ASPAC

JCI（国際青年会議所）が毎年開催する地域（エリア）会議のうち、JCI日本が所属するアジア・太平洋地域の国際会議のこと。

令和の新時代を迎える中、着々と進む新潟駅周辺の整備により、陸の玄関口である新潟駅が約60年
ぶりにリニューアルされ、南北市街地の一体化が進むとともに交通結節点としての機能をはじめ拠点
性が向上しました。

同年8月には、地方都市としては唯一、4回連続で国際会議を開催してきた実績が認められ、令和5
（2023）年のG7財務大臣・中央銀行総裁会議の開催地に選定されました。



令和5(2023)年に改定された同指針では、SDGs達成に向けて取り組むべき重点事項が示され、政府が率先して
リーダーシップをとり、具体的取組を強化・加速していくこととされています。



新潟市も令和4（2022）年5月、「都市と田園の好循環」をテーマとした提案により、SDGs未来都市に選定され、多様
なステークホルダーとのパートナーシップをもとに、SDGs達成に貢献する取組を展開しています。





深刻化する環境問題への対応が、世界共通の課題として重要度を増す中、 令和６年5月に閣議決定された第６次環境
基本計画では、目指すべき持続可能な社会の姿、循環共生型社会を実現するため、環境・経済・社会の統合的向上の高度
化に向け、循環経済（サーキュラーエコノミー）、自然再興（ネイチャーポジティブ）、炭素中立（ネット・ゼロ）等といった個別
分野の環境施策を統合的に実施し、シナジー（相乗効果）を発揮させ、経済社会の構造的な課題解決にも結び付けていく
ため、特定の施策が複数の異なる課題をも統合的に解決するよう、横断的に取り組んでいく必要があるとされています。

豊かな環境を将来に引き継いでいけるよう、行政だけでなく、民間事業者や団体、市民一人一人が、従来の延長線上に
ないバックキャスティングの視点を取り入れた取組を行い、持続可能なよりよい未来を選択していくことが重要です。

＊３ 脱炭素社会に向けて、2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指す旨を表明した地方自治体のこと。



近年、我が国では豪雨災害が激甚化・頻発化し、各地で甚大な被害が発生しています。令和元（2019）年東日本台風、令
和2（2020）年7月豪雨（九州）、令和４（２０２２）年8月3日からの大雨（新潟県）のほか、令和６（２０２４）年７月に秋田県
や山形県において大雨による河川氾濫や土砂災害が発生するなど、気象災害が毎年のように発生するとともに、局地的
大雨や記録的降雪などの発生頻度が高まっています。

また、日本列島には多くの活断層やプレート境界が分布しており、世界の大規模地震の約2割が発生する地震多発国で
す。令和6（2024）年能登半島地震では、北陸地方一帯で大きな揺れが観測され、新潟市内においても住宅の損壊、道路
や学校施設の損傷など、広範囲にわたる被害が発生しました。特に西区・中央区・江南区などでは、地盤の液状化被害が多
数確認され、市民生活や地域経済に深刻な影響を及ぼしました。さらに、南海トラフ地震や首都直下地震など、近い将来、
国難級の大規模な地震発生リスクが指摘されています。

出典：防災に関する世論調査（内閣府）

自然災害への対処などを家族や身近な人と話し合ったことの有無

内閣府が実施した「防災に関する世論調査」（全国18歳以上の3,000人を対象とした調査）によると、国内の「自然災害
への対処などを家族や身近な人と話し合ったことがある」という人の割合は、増加傾向にあります。また、北陸地域におい
ては、近年、特にその割合が高くなっています。

このことから、能登半島地震をはじめとする近年の大規模地震や豪雨災害など災害の激甚化・頻発化を背景に、人々の
災害に対する警戒感が高まっていると考えられます。



加えて、万が一災害が起きた時、市民一人一人が適切な行動を取れるよう、能登半島地震などを契機として高まった防
災意識を生かし、自助・共助・公助の役割分担と相互連携を進め、官民が一体となって防災・減災に取り組むことが重要で
す。



新型コロナウイルス感染症は令和元（2019）年12月に中国で感染者が報告されて以降、世界中に感染が拡大し、令
和2（2020）年3月には世界保健機関（WHO）により、「新型コロナウイルスがパンデミックと形容される」と評価され、
世界的な大流行となりました。

我が国でも令和2（2020）年1月に最初の感染者が確認されて以降、東京圏＊1などの都市部で感染が急拡大し、そ
の後も全国的に感染が拡大したことから、国は同年4月に全国を対象とした緊急事態宣言を発令しました。以降も令和
５（２０２３）年５月８日に感染症法上の５類へ移行するまでの間、感染拡大期が繰り返し発生し、長期間にわたり、市民
の生活や社会経済活動など様々な面で影響を与えました。

その後、新型コロナウイルス感染症への対応で得られた経験や教訓を踏まえ、国及び県において次の感染症危機に備
えた行動計画の見直しが行われました。本市においても、感染症危機への対応体制を強化するため、「新潟市新型イン
フルエンザ等対策行動計画」を改定しました。

感染症の流行後の生活・社会の変化



出典：第６回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査（令和５年：内閣府）

地方移住への関心（対象：東京圏在住の20歳代）

新型コロナウイルス感染症の拡大は、様々な分野でデジタル化を加速させました。デジタル化の加速は、職種によっては、地方
に居ながらにして東京圏に居るのと同じように仕事ができるリモートワークを可能にし、コロナ禍を契機に急速に普及しました。
都市の高い機能性と、地方の豊かな自然を同時に享受できるような心豊かな暮らしが可能となり、働き方や暮らし方が見直さ
れるなど、企業や人々の意識が変化しています。

内閣府が令和5（2023）年に実施した調査によると、東京圏在住の20歳代の地方移住への関心は若干低下しているものの、
半数近くの人が関心を持っており、その理由として、テレワークによって地方でも同様に働けると感じたことなどが挙げられて
います。

コロナ禍で一時鈍化した東京一極集中が再び加速していますが、依然として高い水準にある若者の地方暮らしへの関心を捉え
ながら、新潟市の強みを活かした取組を進めることで、新しい人の流れを生み出していくことが重要です。

地方暮らしへの関心の高まりとその後



デジタル化により目指す姿のイメージ

顕在化した課題に加え、今後急速な人口減少が見込まれる中、自治体が持続可能な形で行政サービスを提供していくた
めに、社会全体でAIやロボットなどの技術革新も取り入れながら、誰一人取り残されることなく全ての市民がデジタル化
のメリットを享受できるよう取り組んでいくことが重要です。

近年はネットワークの高速化、スマートフォンの普及による個人単位での情報発信量の増大、社会のあらゆるモノがイン
ターネットとつながるIoTの進展、ビッグデータ＊1の活用のほか、生成AIを中心としたAI＊2やロボットなどの技術革新
は、第４次産業革命ともいわれ、社会に大きな影響を与え始めています。

＊２ Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間の知的な能力を、人工的に代替する機能を実現する技術のこと。



出典：国民経済計算（内閣府）
注記：2026年1-3月期・1次速報値による

我が国においても、令和2（2020）年度の実質GDP＊2が前年度比-3.8％となり、比較が可能な
平成7（1995）年度以降で最大の落ち込みとなりました。

その後、感染状況の落ち着きやワクチン接種の進展に伴う経済活動再開などにより、経済状況が回
復し、令和2（2020）年度から令和3（2021）年度にかけてプラス成長となりました。その後、令和4
（2022）年２月のロシアによるウクライナ侵攻や円安の進行を背景に、資源・エネルギー価格が高騰し
た影響などによる企業収益の圧迫、物価高騰による消費意欲の減退などで落ち込みました。令和7
（2025）年度は、米国関税の影響による輸出企業への影響もありましたが、賃上げによる内需の回復
等もあり、全体の減少を抑制しました。

令和4（2022）年２月のロシアのウクライナ侵攻による資源・エネルギー価格の高騰、令和7（2025）年の米国の追
加関税の適用による貿易の混乱、また、令和8（2026）年2月の中東情勢の悪化を受けての原油・原油由来資材の価
格高騰・不足による企業や生活への影響は大きく、中長期的な視点でのエネルギー戦略や、貿易・サプライチェーン戦略
の多角化等の見直しが急務となり、グローバル経済と国際社会は大きな岐路に立たされました。

我が国においても、令和2（2020）年度の実質GDP＊2が前年度比-3.8％となり、比較が可能な平成7（1995）年度以降で
最大の落ち込みとなりました。

その後、感染状況の落ち着きやワクチン接種の進展に伴う経済活動再開などにより、経済状況が回復し、令和2（2020）年度
から令和3（2021）年度にかけてプラス成長となりました。その後、令和4（2022）年２月のロシアによるウクライナ侵攻や円安
の進行を背景に、資源・エネルギー価格が高騰した影響などによる企業収益の圧迫、物価高騰による消費意欲の減退などで落ち
込みました。令和7（2025）年度は、米国の追加関税による影響もありましたが、賃上げによる内需の回復等もあり、全体の減
少を抑制しました。

出典：国民経済計算（内閣府）
注記：2026年1-3月期・1次速報値による

日本の実質ＧＤＰ 成長率



＊1 恋愛感情又は性的感情の対象となる性別についての指向。
＊2 自身の性別についての認識に関するその同一性の有無又は程度に係る意識。

＊5 モノ、仕組みなどに対して、新しい技術や考え方を取り入れて、新たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすこと。

一人一人がかけがえのない存在であり、多様な個性や可能性を持って生まれてくることから、性別、年齢、障がいの有
無、国籍、性的指向＊1、ジェンダーアイデンティティ＊2、価値観などにかかわらず、お互いを尊重し、認め合い、活かし
合う多様性（ダイバーシティ＊3）を尊重し、社会的包摂（ソーシャル・インクルージョン＊4）を意識することが重要です。



人口減少とグローバル化の更なる進展により、これまで以上に一人一人の価値観や生き方が変化・多様化していくこ
とが予想されており、多様性を包摂できる社会への変革が求められているといえます。
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